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７・10
参
院
選

（政府の統計資料、経済指標から作成）

アベノミクス

政権発足前 安倍政権の直近

公債残高 670兆円
（11年度末）

838兆円
（16年度）

株価 １万80円
（12年12月25日）

１万5599円
（16年６月17日）

法人実効税率 37.00％
（12年度）

29.97％
（16年度）

内部留保 259.4兆円
（12年10～12月）

300.8兆円
（16年１～３月）

富裕層上位40人
の資産合計

7.2兆円
（12年）

15.4兆円
（16年）

現金給与総額 27万5250円
（12年11月）

27万4984円
（16年４月）

事業者数 385.3万社
（12年）

380.9万社
（14年）

有効求人倍率 0.80倍
（12年11月）

1.34倍
（16年４月）

正規労働者数 3330万人
（12年10～12月）

3325万人
（16年１～３月）

非正規労働者数 1843万人
（12年10～12月）

2007万人
（16年１～３月）

消費支出 27万3772円
（12年11月）

27万3268円
（15年11月）

貯蓄ゼロ世帯 26.0％
（12年）

30.9％
（15年）

労働者の給与には

一向に波及せず　

　７月10日投開票の参院選は、３年半にわたる
安倍政権の経済政策「アベノミクス」の是非が
争点の一つとなる。安倍首相は成果を強調する
が、景気の好循環は一向に表れていない。
　政府の統計資料や経済指標から見えてくるの
は、アベノミクスが大企業や大株主らに莫大な
利益をもたらした一方で、株高や法人税減税の

恩恵は労働者に波及しなかった実態だ。それど
ころか、貧困と格差を広げている。
　大企業・大資産家の蓄財を増やすアベノミク
スを続けるのか、それとも税金の使い方を改
め、国民生活を足元から支えて個人消費を喚起
する経済政策に転換するのか。有権者一人ひと
りの判断が求められている。

データ

でみる

大企業・資産家は

恩恵をため込み　

株価は上がったが

国の借金は急増　

家計は依然として

厳しい状態　　　

消費税収と法人税収の推移

安倍政権による社会保障費「自然増」圧縮

内部留保の推移（各年１～３月期）
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（財務省「法人企業統計」から資本金10億円以上の大企業について集計）
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実質賃金の推移（対前年度比）
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（厚生労働省「毎月勤労統計」から作成）
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